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令和７年度集団指導資料



＜システム整備の背景＞

○規制改革実施計画（R４.６.７閣議決定）
「介護サービスに係る指定及び報酬請求（加算届出を含む）

に関連する申請・届出について、介護事業者が全ての地方公共
団体に対して所要の申請・届出を簡易に行い得ることとする観
点から、介護事業者及び地方公共団体の意見も踏まえつつ、介
護事業者の選択により、厚生労働省の「電子申請届出システ
ム」を利用して、申請・届出先の地方公共団体を問わず手続を
完結し得ることとするための所要の法令上の措置を講ずる」と
しており、令和７年度までに全ての地方公共団体で電子申請届
出システムを利用開始することとされた。

⇒本県においては、
令和７年２月より運用を開始しています。





※GビズID未取得事業者は、各自取得申請をお願いいたします。

＜申請画面 例＞





※表示は更新申請の際の画面



以下、「申請書様式」の内容を入力
（自動入力機能もあり）



以下、「付表」の内容を入力



添付書類は各事業者で作成したデータを添付する
（指定様式はきのくに介護deネットにデータ掲載）



○入力した内容を確認の上、『申請』を行う

○書類不備等がある場合は、システム上で
『差戻し』を行いますので、再度申請いた
だくこととなります。
（『差戻し』の際はメールが送信されます）



【Q&A】

問１ 本システムを運用開始後は必ずシステムを利用（電子
申請）をしないといけないのか。

●「電子申請・届出システム」の使用を基本原則化するた
めの省令等改正が行われたので、やむを得ない事情があ
る場合を除き、本システムを使用することを原則として
いただきたい。

●但し、今年度においては、試行運用期間とするため、各
事業者の準備が整い次第、順次ご利用いただきたい。

問２ 本システムを使用できないやむを得ない事情とは何か。

●通信環境によるものや、対面による提出を希望するなど、
事業者が希望するその他の提出方法の選択を妨げること
がないよう適宜ご対応しますので、ご相談ください。



問４ 老健、介護医療院における申請時に手数料が発生する
場合があるが、手数料はどのように支払えばよいのか。

●手数料の納付については、現時点において電子化に対応
できないため、今までとおり、証紙を購入いただき、書
類（紙）に添付するかたちでご申請いただきたい。

問３ 各事業者において本システムを導入するにあたり、作
業や費用は必要か。

●インターネット上でアクセスできるものであり、システ
ム導入に関する作業や費用は発生しません。



問５ 操作マニュアルはあるのか。

●本システムのログイン画面に操作マニュアルが掲載され
ておりますので、そちらからご参照ください。

問６ 市町村への申請も本システムを利用するのか。

●今年度中にすべての自治体においてシステムを利用開始
することが義務となっているため、市町村においても本
システムを利用することとなる。
（運用開始時期については、各市町村にご確認ください。）


